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[bookmark: _Toc536215917][bookmark: _Toc536215918][bookmark: _Toc536215919][bookmark: _Toc536215929][bookmark: _Toc1562751]はじめに
プロジェクト計画書は、プロジェクト開始時に全ての内容について具体化・詳細化することは困難であるため、次に掲げる時期を参考に、プロジェクト計画書の段階的な改定（プロジェクト管理要領の改定を含む。）を行う。なお、これらの時期以外にも、プロジェクト計画書の記載内容に変更が発生したときは、適宜改定して、プロジェクトの実態とかい離しないように注意すること。

	標準ガイドラインで示すプロジェクト計画書を改定する時期
	本テンプレートでの表記
	実施期間

	プロジェクトの構想段階
	構想段階
	プロジェクトを計画する前に、ＰＪＭＯが計画の概要等の素案を作成・整理し、プロジェクトの必要性を判断する段階。基本的には概算要求前まで。

	当初計画段階
	当初計画段階
	プロジェクト計画書の素案決定後からサービス・業務企画終了時まで

	調達及び設計・開発開始前
	調達・開発開始前
	調達及び設計・開発を開始する前まで

	運用及び保守開始前
	運用・保守開始前
	運用及び保守を開始する前まで

	サービス・業務の運営段階
	業務運営段階
	サービス・業務の運営を開始する前まで



[bookmark: ｉｔガバナンスの全体像][bookmark: _Toc1562752]政策目的　
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)ア]
[プロジェクト活動の前提となる、政策上の目的・背景等を詳細に記載する。構想段階から詳細な内容を記述することが望ましい。]

[bookmark: _Toc1562753]目的
[政府における取組の状況、根拠とする法令等について記述する。その中で、当プロジェクトの目的について記述する。]

[bookmark: _Toc1562754]背景
[政策目的で記述した取組が必要となった、社会経済環境に基づく要請、国の財政健全化の要請等について記述する。]

[bookmark: _Toc1562755]プロジェクトの位置付け
[府省重点プロジェクトに該当するか否かを記述する。該当する場合は、行政情報化推進会議の決定日を記述する。]

[bookmark: _Toc1562756]対象範囲
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)イ]
[第１章で記載した政策目的を達成するためにプロジェクトの対象となるべき事業のサービス・業務の内容と、サービス・業務に用いる情報システムの名称、主な機能及びサービス・業務での利用方法について記述する。
構想段階では１．の概略を記述し、当初計画段階で１．の詳細を]

[bookmark: _Toc1562757]対象とする主要業務
本プロジェクトで対象とする主要な業務は、次のとおりである。
[対象とする主要業務の数は、プロジェクトの規模によって異なるため、場合によっては、一つであることもあり得る。]
	№
	業務の名称
	業務の概要

	1
	○○業務
	（業務の概要について記述）

	2
	○○業務
	（業務の概要について記述）

	3
	○○業務
	（業務の概要について記述）


※項目の定義
	業務の名称：
	当該プロジェクトで対象とする業務の名称を記載する。

	業務の概要：
	当該プロジェクトで対象とする業務の概要を記載する。



[bookmark: _Toc1562758]対象とする情報システム

[bookmark: _Toc1562759]対象とする情報システムの一覧
[○○省ＬＡＮは例示。不要であれば削除する。
新規情報システムの場合、本予算及び補正予算における概算要求前に情報システムＩＤを取得する。]
	№
	情報システムＩＤ
	情報システム名称
	メイン／サブ等
	整備完了目標

	1
	A123456
	○○システム
	メイン
	平成○○年○月

	2
	A234567
	△△サブシステム
	サブ
	平成○○年○月

	3
	A001277
	○○省ネットワーク（ＬＡＮ)
	基盤
	平成○○年○月


※項目の定義
	情報システムＩＤ：
	当該プロジェクトで構築する情報システムのＩＤを記載する。

	情報システム名称：
	当該プロジェクトで構築する情報システムの名称を記載する。

	メイン／サブ等：
	情報システムをメイン／サブ等に区分して記載する。

	整備完了目標：
	情報システムの整備完了目標を記載する。



[bookmark: _Toc1562760]対象とする情報システムの主要機能
○○システム
	№
	主要機能の名称
	主要機能の概要
	対象とする主要業務の名称

	1
	○○機能
	（主要機能の概要について記述）
	○○業務

	2
	○○機能
	（主要機能の概要について記述）
	○○業務

	3
	○○機能
	（主要機能の概要について記述）
	○○業務


※項目の定義
	主要機能の名称：
	情報システムが備えるべき主要機能の名称を記載する。

	主要機能の概要：
	主要機能の概要を記載する。

	対象とする主要業務の名称：
	情報システムを利用して実施する業務の名称を記載する。



△△サブシステム
	№
	主要機能の名称
	主要機能の概要
	対象とする主要業務の名称

	1
	○○機能
	（主要機能の概要について記述）
	○○業務

	2
	○○機能
	（主要機能の概要について記述）
	○○業務

	3
	○○機能
	（主要機能の概要について記述）
	○○業務


※項目の定義
	主要機能の名称：
	情報システムが備えるべき主要機能の名称を記載する。

	主要機能の概要：
	主要機能の概要を記載する。

	対象とする主要業務の名称：
	情報システムを利用して実施する業務の名称を記載する。



○○省ネットワーク（ＬＡＮ）
	№
	主要機能の名称
	主要機能の概要
	対象とする主要業務の名称

	1
	基盤
	○○省ネットワーク（LAN）上のクライアントPCから、○○システムへ接続させる。
	業務無し


※項目の定義
	主要機能の名称：
	情報システムが備えるべき主要機能の名称を記載する。

	主要機能の概要：
	主要機能の概要を記載する。

	対象とする主要業務の名称：
	情報システムを利用して実施する業務の名称を記載する。



[bookmark: _Toc1562761]成果物
[成果物及び納期は、最初から全て決定することはできないため、決定するたびに記入を行い、更新履歴に示す。]

共通
	№
	成果物の名称
	作成責任者
	納期
	形態･部数

	1
	要件定義書
	
	yyyy/mm/dd
	（紙、電子媒体等）

	2
	調達仕様書（調達単位１）
	ＰＪＭＯ
	yyyy/mm/dd
	

	3
	調達仕様書（調達単位２）
	ＰＪＭＯ
	yyyy/mm/dd
	

	4
	受入テスト計画書
	ＰＪＭＯ
	yyyy/mm/dd
	

	5
	導入時教育計画書
	ＰＪＭＯ
	yyyy/mm/dd
	

	6
	利用促進計画書
	ＰＪＭＯ
	yyyy/mm/dd
	


※項目の定義
	成果物の名称：
	当該プロジェクトで作成する成果物を記載する。

	作成責任者：
	成果物の作成責任者の名前を記載する。

	納期：
	成果物の納期を記載する。

	形態･部数：
	成果物の形態（紙、電子媒体等）および部数を記載する。



○○システム
	№
	成果物の名称
	作成責任者
	納期
	形態･部数

	1
	プロジェクト計画書（事業者の範囲）
	
	yyyy/mm/dd
	（紙、電子媒体等）

	2
	外部仕様書
	
	yyyy/mm/dd
	

	3
	内部仕様書
	
	yyyy/mm/dd
	

	4
	テスト計画書（単体）
	
	yyyy/mm/dd
	

	5
	テスト計画書（結合）
	
	yyyy/mm/dd
	

	6
	テスト計画書（システム）
	
	yyyy/mm/dd
	

	7
	○○業務情報システム基盤設計書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	8
	○○業務情報システム運用計画書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	9
	○○業務情報システム保守計画書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	10
	ソースプログラム
	
	yyyy/mm/dd
	

	11
	実行形態プログラム
	
	yyyy/mm/dd
	


※項目の定義
	成果物の名称：
	当該プロジェクトで作成する成果物を記載する。

	作成責任者：
	成果物の作成責任者の名前を記載する。

	納期：
	成果物の納期を記載する。

	形態･部数：
	成果物の形態（紙、電子媒体等）および部数を記載する。



△△サブシステム
	№
	成果物の名称
	作成責任者
	納期
	形態･部数

	1
	プロジェクト計画書（事業者の範囲）
	
	yyyy/mm/dd
	（紙、電子媒体等）

	2
	外部仕様書
	
	yyyy/mm/dd
	

	3
	内部仕様書
	
	yyyy/mm/dd
	

	4
	テスト計画書（単体）
	
	yyyy/mm/dd
	

	5
	テスト計画書（結合）
	
	yyyy/mm/dd
	

	6
	テスト計画書（システム）
	
	yyyy/mm/dd
	

	7
	○○業務情報システム基盤設計書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	8
	○○業務情報システム運用計画書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	9
	○○業務情報システム保守計画書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	10
	ソースプログラム
	
	yyyy/mm/dd
	

	11
	実行形態プログラム
	
	yyyy/mm/dd
	


※項目の定義
	成果物の名称：
	当該プロジェクトで作成する成果物を記載する。

	作成責任者：
	成果物の作成責任者の名前を記載する。

	納期：
	成果物の納期を記載する。

	形態･部数：
	成果物の形態（紙、電子媒体等）および部数を記載する。



○○省ネットワーク（ＬＡＮ）
	№
	成果物の名称
	作成責任者
	納期
	形態･部数

	1
	プロジェクト計画書（事業者の範囲）
	
	yyyy/mm/dd
	（紙、電子媒体等）

	2
	外部仕様書
	
	yyyy/mm/dd
	

	3
	内部仕様書
	
	yyyy/mm/dd
	

	4
	テスト計画書（単体）
	
	yyyy/mm/dd
	

	5
	テスト計画書（結合）
	
	yyyy/mm/dd
	

	6
	テスト計画書（システム）
	
	yyyy/mm/dd
	

	7
	○○業務情報システム基盤設計書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	8
	○○業務情報システム運用計画書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	9
	○○業務情報システム保守計画書案
	
	yyyy/mm/dd
	

	10
	ソースプログラム
	
	yyyy/mm/dd
	

	11
	実行形態プログラム
	
	yyyy/mm/dd
	


※項目の定義
	成果物の名称：
	当該プロジェクトで作成する成果物を記載する。

	作成責任者：
	成果物の作成責任者の名前を記載する。

	納期：
	成果物の納期を記載する。

	形態･部数：
	成果物の形態（紙、電子媒体等）および部数を記載する。



[bookmark: _Toc1562762]実施期間
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)ウ]
[プロジェクトで実施すべき全ての作業を洗い出し、当該情報システムのライフサイクルを通して、必要となる具体的な期間を記述する。]

[bookmark: _Toc1562763]スケジュール概要
[年度単位で実施する作業（工程）の概要を記述する。構想段階では概要を、当初計画段階で実施年度や期間等を具体化したものを記述する。]
[image: ]

[bookmark: _Toc1562764]関連プロジェクト一覧
	No.
	関連プロジェクトの名称
	概要
	備考

	1
	○○改善案件
	当プロジェクトのサブプロジェクト
	A123456_31_01_サブプロジェクト計画書（○○システム）参照

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	


※項目の定義
	関連プロジェクトの名称：
	当該プロジェクトに関連するプロジェクトの名称を記載する。

	概要：
	関連プロジェクトの概要（当該プロジェクトとの関連性など）を記載する。

	備考：
	その他留意する事項があれば記載する。



[bookmark: _Toc1562765]プロジェクト完了日
プロジェクトは、平成○年○月をもって完了し、次期システムに引き継ぐ。
[政策目的の達成、その他の条件の成立によって完了する場合には、その条件を記述する。]
[bookmark: _Toc1562766]サービス・業務企画の方向性等
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)エ]
[構想段階では、サービス・業務企画の方向性、課題、効果等の概略を記述し、当初計画段階で「第４章 サービス・業務企画」の検討結果から、詳細な情報を反映し更新する。]

[bookmark: _Toc1562767]サービス・業務企画の方向性
本プロジェクトで特に重視するサービス・業務企画の方向性は、次のとおりである。
[下表に記載例を示す。]
	No.
	サービス・業務企画の方向性
	具体的な方策

	1
	業務統合
	同一目的の下、複数の府省、部局、課室等で同様の処理を行っている業務の場合、共通で利用する情報システムの整備によってコスト削減を実現するため、業務の標準化を徹底し、統合可能な業務の一元的な処理を図る。

	2
	ワンストップサービス化
	特に国民を対象とする行政サービスの場合、一度の対応で必要な手続が全て完了することや窓口機能の一元化等を可能とするため、共通する情報・データを一元管理し、それらを基に一連の業務の基盤となる情報システムの整備を図る。加えて、関連する業務について、新たな責任部署及び関係部署の役割等の見直しを行う。

	3
	業務内容の高度化
	行政サービスの充実、提供すべき情報の多様化・複雑化、新たな制度の導入に伴う業務内容の追加、高度な政策判断に資する情報の提供等の要請がある場合、こうした事情に確実に対応できるよう、関連する業務について見直しを行う。

	4
	内部統制の強化
	業務が情報システムに強く依存する状況に鑑み、業務の有効性及び効率性の向上、業務の結果等に関する重要な報告の信頼性確保、法令等の確実な遵守及び政府が管理する各種資産の確実な保全を目的とする内部統制の強化と説明責任の向上に資する機能を情報システムに組み込むことを検討する。 
このため、情報システムにおいては、取り扱うデータ及びその処理に関して、網羅性、正確性、妥当性及び適切なアクセス制限が実現されていることを求められる。このため、組み込むことを検討する機能は、入力データの漏れ、誤り、妥当性等のチェックと修正、不正データの入力の防止、処理における誤りの検出と訂正、データ送信の保護、データアクセス権限のチェック等となる。

	5
	情報セキュリティの強化
	行政手続における特定の個人を識別するための番号（マイナンバー）の利用開始をはじめ、政府が整備する情報システムで個人に関する様々な情報の取扱いが拡大しており、情報セキュリティ対策の一層の強化が必要となっていること、情報セキュリティ上のリスクが増大し続けていることから、適切に対策を行う必要性が高まっているため、情報セキュリティ情勢に対する適切な対応方針と対策を検討する。


※項目の定義
	サービス・業務企画の方向性：
	当該プロジェクトで重視するサービス・業務企画の方向性を記載する。

	具体的な方策：
	サービス・業務企画の具体的な方策を記載する。



[bookmark: _Toc1562768]プロジェクトの推進にかかわる課題
本プロジェクトで認識されている課題と対応方針は、次のとおりである。
[下表に記載例を示す。]
	No.
	課題
	課題への対応方針

	1
	既存業務の継続
	申請業務等において、全ての書類等を一律に電子的に提出するよう求めず紙による提出も許容する場合、一定期間に限り並行処理を行うのか、引き続き混在を認めるのかを記載する。 
特に、原本性を確保する必要がある場合は、紙での保管の要否及び可否について根拠法令等を正確に把握する。

	2
	利用者の理解度・習熟度向上
	情報システムの利用者が、その利用方法を十分に理解し、操作に習熟することが望まれることから、利用者の特性や理解度・習熟度の水準を踏まえ、その向上を図るための方針を記載する。 
政府の職員が利用者となる場合は、研修等を確実に実施することにより理解度・習熟度の向上を図る。国民が利用者となる場合は、あまねく研修を実施することは必ずしも現実的ではないため、啓発活動等の利活用促進策について十分に検討する。

	3
	法令等の制約に関する適切な対応
	当該プロジェクトの対象である業務の根拠法令に加え、取り扱う情報の性格に応じて関係する法令（行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成11年５月14日法律第42号）、行政機関個人情報保護法、番号法等）、開発されたアプリケーションプログラムの取扱いに関する法令（著作権法（昭和45年５月６日法律第48号）等）、事業者からの要員派遣に関する法令（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年７月５日法律第88号）等）等、関連法令の規定を遵守する必要があるため、その洗い出しと規定の遵守に向けた対応に関する方針を記載する。

	4
	他府省との確実な連携
	複数府省で共通の情報システムを利用して業務を行う場合や、府省間で情報連携を行う情報システムを整備する場合等は、業務の確実な実施に不可欠な府省間の連携に係る方針を記載する。


※項目の定義
	課題：
	当該プロジェクトで認識されている課題を、優先順位付けした上で記載する。

	課題への対応方針：
	課題への対応方針を記載する。



[bookmark: _Toc1562769]求める効果（定性評価）
本プロジェクトで整備される情報システムとその業務で、以下の効果の発現を目指す。
[下表に記載例を示す。]
	No.
	効果目標
	効果の見積り

	1
	政策目的の達成
	本プロジェクトで整備される情報システムによって新たに実現するようになることや改善されること等を記載する。

	2
	業務統合
	業務の統合によりもたらされると考える効果について記載する。

	3
	ワンストップサービス化
	ワンストップサービス化によりもたらされると考える効果（利便性の向上、行政サービスコストの低減等）について記載する。

	4
	内部統制の強化
	強化により整備される事項や、それらにより発現すると考えられる効果について記載する。

	5
	情報セキュリティの強化
	情報セキュリティの強化により発現すると考えられる効果や、その反対に業務効率化の支障となる事項についても記載する。


※項目の定義
	効果目標：
	当該プロジェクトで期待する効果目標を記載する。

	効果の見積り：
	効果目標の方向性に沿った効果の見積を記載する。
見積根拠は可能な限り客観的なものとする。



[bookmark: _Toc1562770]予算
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)オ]
[業務を実施するために必要となる全ての経費項目を洗い出し、その金額を見積り、必要となる予算及び要求年度等を記述する。構想段階では概算を記述し、当初計画段階で詳細化し初年度の概算要求時に一旦完成、以後概算要求を行う都度追加する。]

[bookmark: _Toc1562771]平成○年度作成版
○○システム
	No.
	経費区分
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	設備経費
	
	
	
	
	
	

	2
	運用等経費
	
	
	
	
	
	

	3
	その他経費
	
	
	
	
	
	


※単位：千円。括弧書きは見込み。
※項目の定義
	経費区分：
	プロジェクト開始から終了までに必要な予算（概算要求）を、経費別に区分して記載する。

	○年度：
	年度別に経費を記載する。



△△サブシステム
	No.
	経費区分
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	設備経費
	
	
	
	
	
	

	2
	運用等経費
	
	
	
	
	
	

	3
	その他経費
	
	
	
	
	
	


※単位：千円。括弧書きは見込み。
※項目の定義
	経費区分：
	プロジェクト開始から終了までに必要な予算（概算要求）を、経費別に区分して記載する。

	○年度：
	年度別に経費を記載する。



[計画変更が発生した場合、以下単位で追加する。]
[bookmark: _Toc1562772]平成○年度作成版
○○システム
	No.
	経費区分
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	設備経費
	
	
	
	
	
	

	2
	運用等経費
	
	
	
	
	
	

	3
	その他経費
	
	
	
	
	
	


※単位：千円。括弧書きは見込み。
※項目の定義
	経費区分：
	当該プロジェクト開始から終了までに必要な予算を、経費別に区分して記載する。

	○年度：
	年度別に経費を記載する。



△△サブシステム
	No.
	経費区分
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	設備経費
	
	
	
	
	
	

	2
	運用等経費
	
	
	
	
	
	

	3
	その他経費
	
	
	
	
	
	


※単位：千円。括弧書きは見込み。
※項目の定義
	経費区分：
	当該プロジェクト開始から終了までに必要な予算を、経費別に区分して記載する。

	○年度：
	年度別に経費を記載する。




[bookmark: _Toc1562773]目標
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)カ]
[プロジェクトを推進し、新しいサービス・業務を実現することで達成する目標を、具体的な指標及びその達成目標年度等で記述する。構想段階では概略を記述し、当初計画段階で具体化した定量的値を含めて記述する。]

[bookmark: _Toc1562774]業務効果に関する指標
[bookmark: _Toc1562775]平成○年度作成版
	No.
	指標設定の視点
	指標
	年度別達成目標

	
	
	
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	オンライン利用率
	総申請等件数に対するオンライン申請件数の比率
	
	
	
	
	
	

	2
	削減業務処理時間
	現行処理時間－改善後処理時間
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	


※項目の定義
	指標設定の視点：
	指標設定する際の視点を記載する。

	指標：
	プロジェクト目標を達成するための指標を記載する。

	年度別達成目標：
	指標に対して年度別に達成目標を記載する。



[bookmark: _Toc1562776]平成○年度作成版
	No.
	指標設定の視点
	指標
	年度別達成目標

	
	
	
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	


※項目の定義
	指標設定の視点：
	指標設定する際の視点を記載する。

	指標：
	プロジェクト目標を達成するための指標を記載する。

	年度別達成目標：
	指標に対して年度別に達成目標を記載する。



[bookmark: _Toc1562777]情報システム効果に関する指標
[bookmark: _Toc1562778]平成○年度作成版
	No.
	指標設定の視点
	指標
	年度別達成目標

	
	
	
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	


※項目の定義
	指標設定の視点：
	指標設定する際の視点を記載する。

	指標：
	プロジェクト目標を達成するための指標を記載する。

	年度別達成目標：
	指標に対して年度別に達成目標を記載する。



[bookmark: _Toc1562779]平成○年度作成版
	No.
	指標設定の視点
	指標
	年度別達成目標

	
	
	
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	


※項目の定義
	指標設定の視点：
	指標設定する際の視点を記載する。

	指標：
	プロジェクト目標を達成するための指標を記載する。

	年度別達成目標：
	指標に対して年度別に達成目標を記載する。



[bookmark: _Toc1562780]効果の測定時期
[継続的な業務改善につなげるため、毎年度末等、定期的に測定する。]

[bookmark: _Toc1562781]効果の達成状況
[継続的な業務改善につなげるため、毎年度末等、定期的に測定する。]
[bookmark: _Toc1562782]平成○年度作成版
	No.
	指標
	年度別達成実績

	
	
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度
	○年度

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	


※項目の定義
	指標：
	プロジェクト目標を達成するための指標を記載する。

	年度別達成実績：
	指標に対して年度別に達成実績を記載する。



[bookmark: _Toc1562783]体制
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)キ]
本プロジェクトの体制は、次のとおりである。
[構想段階では、ＰＪＭＯを含むプロジェクトを推進するための体制、役割等について「標準ガイドライン第３編第2章１．3) 体制準備」で把握した内容を基に記述し、構想段階で一旦完成、以降、段階又は行程毎に随時変更する。]

[bookmark: _Toc1562784]全体体制図
[構想段階における体制図の例]
○○省ＣＩＯ
○○省副ＣＩＯ
○○省ＣＩＯ
補佐官
プロジェクト
推進責任者
プロジェクト
推進事務局
ＰＭＯ
他プロジェクト
推進責任者

ＰＪＭＯの構成員

[当初計画段階における体制図の例]

○○省ＣＩＯ
○○省副ＣＩＯ
○○省ＣＩＯ
補佐官
プロジェクト
推進責任者
業務実施部門
管理者
ＰＭＯ
他プロジェクト
推進責任者

ＰＪＭＯの構成員
プロジェクト
推進事務局
情報システム部門
管理者
制度所管部門
管理者


[調達・開発開始前における体制図の例]
○○省ＣＩＯ
○○省副ＣＩＯ
○○省ＣＩＯ
補佐官
プロジェクト
推進責任者
業務実施部門
管理者
ＰＭＯ
他プロジェクト
推進責任者

ＰＪＭＯの構成員
プロジェクト
推進事務局
情報システム
部門管理者
制度所管部門
管理者
○○設計・開発
事業者


△△設計・開発
事業者
推進事務局

○○機器
保守事業者
推進事務局

△△機器
保守事業者
推進事務局

システム運用
事業者
推進事務局

プロジェクト管理
支援事業者


[運用・保守開始前における体制図の例]
○○省ＣＩＯ
○○省副ＣＩＯ
○○省ＣＩＯ
補佐官
プロジェクト
推進責任者
業務実施部門
管理者
ＰＭＯ
他プロジェクト
推進責任者

ＰＪＭＯの構成員
プロジェクト
推進事務局
情報システム
部門管理者
制度所管部門
管理者
○○機器
保守事業者


△△機器
保守事業者

システム運用
事業者


[bookmark: _Toc1562785]ＰＪＭＯの体制　
[構想段階における体制の例]
	No.
	構成メンバ
	役割・責任

	1
	プロジェクト推進責任者
○○局○○課　課長
	統括責任

	2
	○○省ＣＩＯ補佐官

	技術支援・助言
予算見積もりの妥当性確認等

	3
	プロジェクト推進事務局
○○局○○課
	業務実施部門担当


※名簿については別紙に記載する。
※項目の定義
	構成メンバ：
	当該プロジェクトの構成メンバを記載する。

	役割・責任：
	構成メンバの具体的な役割と責任を記載する。



[「プロジェクト推進責任者」は、プロジェクトを遂行するために、与えられた予算と権限を行使する者を指す。案件ごとに役職は異なる]

[当初計画段階における体制の例]
	No.
	構成メンバ
	役割・責任

	1
	プロジェクト推進責任者
○○局○○課　課長
	統括責任
ＰＭＯへの報告
自己点検　等

	2
	○○省ＣＩＯ補佐官
	技術支援・助言
要件定義及び調達仕様書の妥当性確認等

	3
	制度所管部門管理者
○○局○○課　課長
	政策目的の明確化
法令改正の情報提供
コンプライアンスチェック　等

	4
	業務実施部門管理者
○○局○○課　課長
	業務の見直し
業務の定着
業務の運営と改善
情報システムの運用管理　等

	5
	情報システム部門管理者
○○局○○課　課長
	プロジェクトの推進支援
他情報システムとの調整
情報システムの運用管理　等

	6
	庁内の他のＰＪＭＯのプロジェクト推進責任者
	庁内で連携する必要のあるプロジェクト間の調整　等

	
	プロジェクト推進事務局
○○局○○課
	業務実施部門担当
情報システム部門担当
情報セキュリティ担当　等



[調達・開発開始前における体制の例]
	No.
	構成メンバ
	役割・責任

	1
	プロジェクト推進責任者
○○局○○課　課長
	統括責任
ＰＭＯへの報告
自己点検　等

	2
	○○省ＣＩＯ補佐官
	技術支援・助言
要件定義及び調達仕様書の妥当性確認等

	3
	制度所管部門管理者
○○局○○課　課長
	政策目的の明確化
法令改正の情報提供
コンプライアンスチェック　等

	4
	業務実施部門管理者
○○局○○課　課長
	業務の見直し
業務の定着
業務の運営と改善
情報システムの運用管理　等

	5
	情報システム部門管理者
○○局○○課　課長
	プロジェクトの推進支援
他情報システムとの調整
情報システムの運用管理　等

	6
	プロジェクト推進事務局
○○局○○課
	業務実施部門担当
情報システム部門担当
情報セキュリティ担当　等



[運用・保守開始前における体制図の例]
	No.
	構成メンバ
	役割・責任

	1
	プロジェクト推進責任者
○○局○○課　課長
	統括責任
ＰＭＯへの報告
システム監査の実施
自己点検　等

	2
	○○省ＣＩＯ補佐官
	技術支援・助言
要件定義及び調達仕様書の妥当性確認等

	3
	制度所管部門管理者
○○局○○課　課長
	政策目的の明確化
法令改正の情報提供
コンプライアンスチェック　等

	4
	業務実施部門管理者
○○局○○課　課長
	業務の見直し
業務の定着
業務の運営と改善
情報システムの運用管理　等

	5
	情報システム部門管理者
○○局○○課　課長
	プロジェクトの推進支援
他情報システムとの調整
情報システムの運用管理　等

	6
	庁内の他のＰＪＭＯのプロジェクト推進責任者
	庁内で連携する必要のあるプロジェクト間の調整　等

	7
	プロジェクト推進事務局
○○局○○課
	業務実施部門担当
情報システム部門担当
情報セキュリティ担当　等




[bookmark: _Toc1562786]事業者
[調達・開発開始前における体制の例]
	No.
	調達の内容
	役割・必要スキル

	1
	プロジェクト管理支援事業者
	プロジェクト全体の管理支援
要件定義書作成支援

	2
	○○システム設計・開発
	要件確定
設計・開発
関連サブシステム間の調整

	3
	△△サブシステム設計・開発
	△△サブシステム設計・開発


	4
	○○システム機器保守
	


	5
	△△サブシステム機器保守
	


	6
	システム運用
	



※項目の定義
	調達の内容：
	調達する事業者を実施内容で区分して記載する。

	役割・必要スキル：
	事業者の具体的な役割と必要スキルを記載する。



[運用・保守開始前における体制図の例]
	No.
	調達の内容
	役割・必要スキル

	1
	○○システム機器保守
	


	2
	△△サブシステム機器保守
	


	3
	システム運用
	




[bookmark: _Toc1562787]【別紙】ＰＪＭＯ体制名簿

	No.
	構成メンバ
	氏名

	1
	プロジェクト推進責任者
○○局○○課　課長
	

	2
	○○省ＣＩＯ補佐官

	

	3
	プロジェクト推進事務局
○○局○○課
	（所属と氏名の一覧）


※項目の定義
	構成メンバ：
	当該プロジェクトの構成メンバを記載する。

	氏名：
	構成メンバの氏名を記載する。



[bookmark: _Toc1562788]実施計画
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)ク]
[新しいサービス・業務を実現するために必要な作業内容・スケジュール・調達計画の概要等について記載する。法令改正を伴うときは、有識者会議における議論日程について記載する等、業務面に影響を与える全ての取組について記載する。
構想段階では、「第３章１．スケジュール概要」で代替し、当初計画段階で詳細を記述する。]

[bookmark: _Toc1562789]作業内容及びスケジュール
本プロジェクトで実施する作業及びスケジュールは、次のとおりである。
[image: ]
[bookmark: _Toc1562790]調達計画の概要
本プロジェクトの調達計画の概要は、次のとおりである。

[bookmark: _Toc1562791]調達案件
	No.
	実施内容
	調達準備開始時期
	実施期間

	1
	○○システム設計・開発
	平成○年○月
	平成○年○月～平成○年○月

	2
	△△サブシステム設計・開発
	平成○年○月
	平成○年○月～平成○年○月

	3
	運用・保守
	平成○年○月
	平成○年○月～平成○年○月

	
	
	
	

	
	
	
	


※項目の定義
	実施内容：
	調達案件を実施内容で区分し記載する。

	調達準備開始時期：
	実施内容の調達準備開始時期を記載する。

	実施期間：
	実施内容の開始から終了までの期間を記載する。



[bookmark: _Toc1562792]調達案件以外
	No.
	実施内容
	実施期間

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	


※項目の定義
	実施内容：
	調達案件以外を実施内容で区分し記載する。

	実施期間：
	実施内容の開始から終了までの期間を記載する。



[bookmark: _Toc1562793]有識者が関わる会議
[外部有識者を構成員とする会議を指す。必要なければ「該当なし」とする。]

[bookmark: _Toc1562794]開発計画
[bookmark: _Toc1562795]開発方針
[前提条件、制約事項があれば記載する。]
[bookmark: _Toc1562796]工程定義
[前提条件、制約事項があれば記載する。]
[bookmark: _Toc1562797]標準化
[開発計画における標準化について、特記事項があれば記載する。]

[bookmark: _Toc1562798]運用・保守計画
[bookmark: _Toc1562799]運用・保守業務定義
[前提条件、制約事項があれば記載する。]
[bookmark: _Toc1562800]標準化
[運用・保守計画における標準化について、特記事項があれば記載する。]

[bookmark: _Toc1562801]モニタリング
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)ケ]
[プロジェクトの目標が達成されているかを判断するために実施する継続的モニタリングの方法について記述する。モニタリングの対象は、「2)ウ 工程管理」、「2)エ 指標管理」及び「2)ク 品質管理」に記載した項目とする。
運用・保守開始前の段階では、６．目標で定めた指標の実績値の具体的な収集手段、保管方法について記述する。
業務運営段階では、日常運営における業務改善を実施するために、収集した実績値の分析手順、改善検討の頻度等について記述する。]
[bookmark: _Toc1562802]その他
[標準ガイドライン第3編第2章２．1)コ]
[第１章から第９章までに掲げる事項のほかに、プロジェクトを実施する上でＰＪＭＯ及び関係者が理解すべき事項があれば記述する。]

[bookmark: _Toc1562803]前提条件
[当初計画段階において、当計画を記載するうえでの前提事項を記述する。]
プロジェクトの実行における前提条件は、次のとおりである。
	No.
	前提条件
	対応方針

	1
	プロジェクトの実行に影響を与える政策的な要請事項
	

	2
	当該情報システムにおいて遵守すべき法令やガイドライン等の一覧
	

	3
	当該プロジェクト及び業務のステークホルダとその要請事項
	

	4
	既存の他の情報システムや業務との関係から要請される事項
	

	5
	情報システムの開発環境及び運用環境に関する条件
	


※項目の定義
	前提条件：
	次に示す前提条件を記載する。
プロジェクトの実行に影響を与える政策的な要請事項
当該情報システムにおいて遵守すべき法令やガイドライン等の一覧
当該プロジェクト及び業務のステークホルダとその要請事項
既存の他の情報システムや業務との関係から要請される事項
情報システムの開発環境及び運用環境に関する条件 等

	対応方針：
	前提条件の対応方針を記載する。



[bookmark: _Toc1562804]制約条件
[当初計画段階において、法の施行日等、プロジェクトを進める上で変更できない制約事項を記載する。]
プロジェクトの実行における制約条件は、次のとおりである。
	No.
	制約条件
	対応方針

	1
	関連する○○システムが,繁忙期である2017年11～12月にはシステム間連携テストに対応できない・
	

	2
	
	

	3
	
	


※項目の定義
	制約条件：
	プロジェクトの実行における制約条件を記載する。

	対応方針：
	制約条件の対応方針を記載する。



[bookmark: _Toc1562805]リスク
[当初計画段階において把握可能なリスクについて記述し、プロジェクトの進行中に予見されたリスクは、その都度判明した時点で記述する。]
本プロジェクトの実施に当たり、対応を検討すべきリスクの要因は次のとおりである。
	No.
	リスクの要因
	対応方針

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	


※項目の定義
	リスクの要因：
	次に示す事項を点検し、洗い出したリスク要因を記載する。
当該情報システムを利用する業務と連携している（一連の業務フローとなっている）業務への影響として留意すべき事項
当該情報システムを利用する業務実施部門における組織体制及び意思決定構造において留意すべき事項
当該情報システムを利用する業務実施部門の組織文化において留意すべき事項
当該情報システムの整備に当たり、連携すべき他の情報システムを整備する先行プロジェクトの状況
当該情報システムを利用する業務に関する法制度の整備状況 等

	対応方針：
	リスク要因の対応方針を記載する。



[bookmark: _Toc1562806]その他
[プロジェクトの進行上で留意すべき事項を記載する。]
別途○○省PMOが作成するシステム監査計画をもとに、定期的な監査を実施する必要がある。


以上
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